
 平成３１年３月８日 
海事局安全政策課 

 
「船舶油濁損害賠償保障法の一部を改正する法律案」を閣議決定 
～海難等による汚染等損害からの被害者保護を図るための措置を講じます～ 

 
船舶から流出等した燃料油による汚染損害及び座礁船舶等の難破物の除去等の費用

に係る損害について、被害者保護の充実を図るための措置を講ずる「船舶油濁損害賠償

保障法の一部を改正する法律案」が、本日閣議決定されました。 
 

Ⅰ．背景 

海難等により発生した燃料油による汚染損害や難破物の除去等の費用に係る損害から

被害者を保護するため、船舶油濁損害賠償保障法では、我が国に入港する一定の外航船

舶に対し、これらの損害を賠償するための保険の加入を義務付けてきたところです。 

一方で、近年、船舶所有者の保険契約違反により保険会社から保険金が支払われず、

船舶所有者による賠償もなされない事例が発生していることから、国際条約を国内法制

化することにより、これらの損害の被害者への賠償が確実に実施されるための措置を講

ずる必要があります。 
 
Ⅱ．概要 
 

本法律案は、燃料油汚染損害の民事責任条約及び難破物除去ナイロビ条約の規定に合

わせ、以下の措置を行うものです。 
 
（１）保険会社への直接請求権の付与 

燃料油による汚染損害及び難破物の除去等の費用に係る損害について、賠償責任を負

う船舶所有者が、自身の保険契約違反により保険金の支払を受けられず、その責任を履

行しなかった場合でも、被害者が保険会社に対して損害賠償額の支払を直接請求できる

こととします。 
 

（２）外国の裁判判決の効力 

燃料油汚染損害の民事責任条約では、条約締約国の裁判所が下す判決の締約国間の相

互承認を規定しています。このため、同条約に基づく損害賠償請求について、締約国の

裁判所が下す判決が、我が国においても効力を有することとします。 
 

（３）保険契約締結の義務化 

燃料油による汚染損害及び難破物の除去等の費用に係る損害に対する保険契約の締

結義務付けを、既に義務化されている一定の外航船舶に加え、一定の内航船舶等にも

拡大することとします。 
 

（４）その他 

（３）により義務付け拡大する船舶について、保険契約の締結を証する証明書の交付、

国土交通大臣による報告の徴収及び立入検査等の適用対象とすることとします。 
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